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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第30期

第１四半期
累計期間

第31期
第１四半期
累計期間

第30期

会計期間

自平成24年
10月１日

至平成24年
12月31日

自平成25年
10月１日

至平成25年
12月31日

自平成24年
10月１日

至平成25年
９月30日

売上高（千円） 1,468,789 2,037,612  7,010,428

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△102,509 95,519 3,275

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円）
△103,741 91,296 △688,948

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
- - -

資本金（千円） 1,661,000 1,661,000 1,661,000

発行済株式総数（株） 8,030,000 8,030,000 8,030,000

純資産額（千円） 3,811,084 3,322,035 3,231,321

総資産額（千円） 8,923,207 7,908,646 7,781,236

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期（当期）純損失金額（△）

（円）

△14.14 12.45 △93.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
- - -

１株当たり配当額（円） - - -

自己資本比率（％） 42.7 42.0 41.5

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．海外取引先への露光装置等の売上計上基準については、従来、船積基準によっておりましたが、当第１四半

期会計期間より据付完了基準に変更したため、第30期第１四半期累計期間及び第30期会計年度の関連する主

要な経営指標等については、当該会計方針の変更を遡及適用した数値を記載しております。

３．第31期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

４．第30期及び第30期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社の企業集団（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当社は平成25年11月13日開催の取締役会において、富士フイルム株式会社からのプリント配線板向け直描式露光装

置の設計・販売・保守に関する事業を譲り受けることを決議し、同日付で事業譲受契約を締結しました。　

　詳細は、「第４　経理の状況　１．四半期財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりでありま

す。　

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

　　(1) 業績の状況　　

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策を背景に円安及び株高が進み、企業収益にも改善

が見られるなど景気は緩やかな回復が見られました。その一方で、新興国経済の減速など海外経済の下振れ懸念も

あり、国内景気の先行きは不透明な状況で推移いたしております。

　プリント配線板業界におきましては、中国を中心に廉価版スマートフォンやタブレット端末生産のための新工場

への設備投資の需要が出てきております。

　このような状況の中、当第１四半期累計期間の業績につきましては、売上高は、2,037,612千円（前年同期比

38.7％増）、営業利益91,292千円（前年同期は117,624千円の営業損失）、経常利益95,519千円（前年同期は

102,509千円の経常損失）、四半期純利益91,296千円（前年同期は103,741千円の四半期純損失）となりました。

 

　　(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　　(3) 研究開発活動

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、131,070千円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,800,000

計 25,800,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成25年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年２月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 8,030,000 8,030,000

株式会社東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

   （注）

計 8,030,000 8,030,000 － －

　（注）完全議決権株式であり、権利内容に何らの限定の無い当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株

であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年10月１日～

平成25年12月31日
- 8,030,000 - 1,661,000 - 2,044,795

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　①【発行済株式】

　 平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　694,200 ― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式　7,335,000 73,350 ─

単元未満株式 普通株式　　　　800 ― ─

発行済株式総数 　　　　　8,030,000 ― ―

総株主の議決権 ― 73,350 ―

 

②【自己株式等】

　 平成25年12月31日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アドテック

エンジニアリング

東京都港区虎ノ

門３丁目５－

１　

694,200 － 694,200 8.64

計 － 694,200 － 694,200 8.64

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、694,210株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　　

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成25年10月１日から平成25

年12月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　第30期事業年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

　第31期第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間　　新日本有限責任監査法人

　

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,306,903 538,259

受取手形及び売掛金 1,040,584 1,785,154

商品及び製品 7,975 8,136

仕掛品 2,215,637 1,651,207

原材料 428,255 485,924

その他 200,289 916,887

流動資産合計 5,199,644 5,385,569

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,720,571 1,697,379

土地 571,287 571,287

その他（純額） 107,073 102,313

有形固定資産合計 2,398,932 2,370,980

無形固定資産 17,147 16,576

投資その他の資産 165,511 135,519

固定資産合計 2,581,591 2,523,076

資産合計 7,781,236 7,908,646

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,983,705
※1 1,277,425

電子記録債務 88,988 364,085

短期借入金 100,000 －

1年内返済予定の長期借入金 690,300 815,300

未払法人税等 4,232 3,220

賞与引当金 － 54,093

製品保証引当金 26,784 28,518

その他 355,823 329,330

流動負債合計 3,249,833 2,871,972

固定負債

長期借入金 625,300 441,500

関係会社長期借入金 650,000 1,250,000

資産除去債務 7,773 7,794

その他 17,007 15,344

固定負債合計 1,300,081 1,714,638

負債合計 4,549,914 4,586,610
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（単位：千円）

前事業年度
(平成25年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,661,000 1,661,000

資本剰余金 2,044,795 2,044,795

利益剰余金 △162,058 △70,761

自己株式 △309,583 △309,583

株主資本合計 3,234,153 3,325,450

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,831 △3,414

評価・換算差額等合計 △2,831 △3,414

純資産合計 3,231,321 3,322,035

負債純資産合計 7,781,236 7,908,646
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成24年10月１日
　至　平成24年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成25年12月31日)

売上高 1,468,789 2,037,612

売上原価 1,110,311 1,544,651

売上総利益 358,478 492,960

販売費及び一般管理費 476,103 401,668

営業利益又は営業損失（△） △117,624 91,292

営業外収益

受取利息 138 0

受取配当金 498 390

助成金収入 － 5,019

原子力立地給付金 6,498 6,300

為替差益 9,080 179

保険解約返戻金 5,468 －

その他 1,185 455

営業外収益合計 22,868 12,344

営業外費用

支払利息 7,753 8,116

その他 0 0

営業外費用合計 7,753 8,116

経常利益又は経常損失（△） △102,509 95,519

特別損失

固定資産売却損 460 －

ゴルフ会員権売却損 － 3,433

特別損失合計 460 3,433

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △102,970 92,085

法人税、住民税及び事業税 810 810

法人税等調整額 △38 △20

法人税等合計 771 789

四半期純利益又は四半期純損失（△） △103,741 91,296
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　従来、当社は有形固定資産の減価償却の方法について、定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備は除く）は定額法）を採用しておりましたが、当第１四半期会計期間より定額法に変更いたし

ました。

　当社の中期計画（平成27年３月期～平成29年３月期）において、富士フイルム株式会社からの事業譲受を契機

として直描式露光装置の開発・製造・販売の一層の強化を図り、長岡工場の生産量の平準化・安定化することを

計画しており、また当社の親会社であるウシオ電機株式会社の中期ビジョン（平成26年３月期～平成28年３月

期）では、グループ会社内での生産協力体制（当社の長岡工場を含む）の整備及び活用により、日本国内におけ

る生産量の平準化・安定化を計画しております。その結果、当社の有形固定資産が長期安定的に稼働することが

見込まれるため、減価償却方法を定額法に変更することといたしました。

　これにより、当第１四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ7,407千円増加

しております。

　

（売上計上基準の変更）　　

　海外取引先への露光装置等の売上計上基準については、従来、船積基準によっておりましたが、当第１四半期

会計期間より据付完了基準に変更いたしました。

　この変更は、管理体制が整備されたことにより据付完了に関する情報の適時な把握が可能となったこと、ま

た、当社が販売している露光装置の主力機種が従来のコンタクト式露光装置から高精度化と高生産性に対応した

直描式露光装置へと移行していく中で、船積みから据付完了までの期間が長期化する傾向にあることから、売上

の実態をより適切に反映させるために行うものです。

　当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期及び前事業年度については、遡及適用後の四半期財務諸表及

び財務諸表となっております。

　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第１四半期累計期間の営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失

はそれぞれ138,213千円減少しております。また前事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことに

より、利益剰余金の前期首残高は328,204千円減少しております。

　なお、１株当たり情報に与える影響は、当該個所に記載しております。

　

（四半期貸借対照表関係）

※１　四半期会計期間末日満期手形

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりでありま

す。

　
前事業年度

（平成25年９月30日）　
当第１四半期会計期間
（平成25年12月31日）

支払手形 －千円 173,948千円

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に

係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

  
前第１四半期累計期間

（自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自  平成25年10月１日
至  平成25年12月31日）

減価償却費 46,307千円 31,541千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

配当金支払額

　　　　　　 該当事項はありません。

　　

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日）

配当金支払額

　　　　　　 該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）及び当第１四半期累計期間（自　平

成25年10月１日　至　平成25年12月31日）

　当社の報告セグメントは「装置販売事業」及び「商品販売代理事業」でありますが、「装置販売事業」によ

る割合が高く、全セグメントの売上高及び営業利益の金額の合計額に占める割合が大きいため、セグメント情

報の記載を省略しております。　　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間

（自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日）

　　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
△14円14銭 12円45銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△103,741 91,296

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
△103,741 91,296

普通株式の期中平均株式数（株） 7,335,790 7,335,790

（注）１．「第４経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおり、海外取引先への露

光装置等の販売について、収益認識基準を変更しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半

期については遡及後の四半期財務諸表になっております。この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第１四半

期累計期間の１株当たり四半期純損失金額は18円84銭減少しております。

　　　２．当第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。　

　　　３．前第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　

（重要な後発事象）

　　　１．富士フイルム株式会社からの事業の一部譲受及び業務提携の解消

(1) 概要及び目的

　当社は平成25年11月13日開催の取締役会決議に基づき、同日付で富士フイルム株式会社からプリント配線板向け

直描式露光装置の設計・販売・保守に関する事業を譲り受ける旨の事業譲受契約を締結し、平成26年１月１日に当

該事業を譲り受けました。これに伴い事業譲受日をもって富士フイルム株式会社との業務提携につき発展的な解消

いたしました。

　同社からプリント配線板向け直描式露光装置の設計・販売・保守に関する事業を譲り受けることで、従来からの

海外顧客へのプリント配線板向け直描式露光装置の販売に加えて、国内顧客に対する販売及び製造ならびに露光エ

ンジンの開発、製造まで行うことになり、収益性の向上や顧客ニーズへの迅速な対応が可能になるため、当該事業

譲受及びこれに伴う業務提携の解消が当社の企業価値の向上に資するものであると判断し、今回の事業の譲り受け

に至りました。

　

(2) 譲り受ける相手会社の名称

　富士フイルム株式会社

　

(3) 譲り受ける事業の内容

・直描式露光装置の設計・販売及び保守

・直描式露光装置における露光エンジンの開発及び製造
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(4) 解消する業務提携の内容

・デジタル露光装置（※１）に関する製造委託基本契約（※２）

・デジタル露光装置（※１）に関する独占的販売取引基本契約（韓国）（※２）

・デジタル露光装置（※１）に関する販売取引基本契約（台湾・中国）（※２）

※１－　上記各契約は、第30期有価証券報告書「第一部　企業情報　第２．事業の状況　５．経営上の重要な契約

等」において記載している契約です。なお、「デジタル露光装置」は「直描式露光装置」と同義です。

※２－　富士フイルム株式会社からの事業譲受に伴い上記各契約が解消された後は、当社が自社製品として直描式

露光装置の製造・販売を行う予定です。

(5) 譲受価額　約27億円（※３）

　決済方法　現金にて決済予定

※３－　事業譲受期日の譲受資産の帳簿価額及び譲受日後の資産査定の結果で変動する可能性があります。また、

譲受価額のうち約４億円は、事業譲受期日から６年間における、当社による直描式露光装置の製品販売量に応じて

最終の支払額が確定します。

(6) 譲り受ける資産・負債の額

　資産の額は算定中です。譲り受ける資産は、棚卸資産、有形固定資産及び無形固定資産を予定しております。負

債は譲り受けません。

　

(7) 譲受の時期

　平成26年１月１日　事業譲受日

　

２．多額な資金の借入

　平成25年12月20日開催の取締役会において、当社は富士フイルム株式会社からの事業の一部譲受のための資金調

達を目的として総額28億円の借入を行うことを決議し、借入を行いました。　

(1) 資金の使途　：事業譲受資金

(2) 借入先の名称：ウシオ電機株式会社

(3) 借入金額　　：総額28億円（①６億円、②22億円）

(4) 借入実行日　：①平成25年12月20日（６億円）

　　　　　　　　：②平成26年１月31日（22億円）　

(5) 最終返済期日：①平成32年12月20日（６億円）

　　　　　　　　：②平成33年１月31日（22億円）

(6) 担保状況　　：無担保・無保証　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年２月14日

株式会社アドテックエンジニアリング

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　宏和　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 北本　佳永子　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アド

テックエンジニアリングの平成25年10月１日から平成26年３月31日までの第31期事業年度の第１四半期会計期間（平成25

年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）に係る

四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アドテックエンジニアリングの平成25年12月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

　　

強調事項

　１．会計方針の変更に記載されているとおり、有形固定資産の減価償却方法について、従来、会社は主に定率法を採用

していたが、当第１四半期会計期間より定額法に変更している。

　２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当第１四半期会計期間より海外取引先への露光装置等の売上計上

基準を変更している。

　３．重要な後発事象１．に記載されているとおり、会社は平成２６年１月１日に富士フイルム株式会社からプリント配

線板向け直描式露光装置の設計・販売・保守に関する事業を譲り受けている。

　４．重要な後発事象２．に記載されているとおり、会社は平成２６年１月３１日に借入を実行している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　　
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